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植物油インキで 
印刷されています。

URL：https://www.petbottle-rec.gr.jp PETボトルリサイクル推進協議会
私たちは、みなさまにもっとPETボトルについて知っていただくための活動を行っています。



　PETボトルリサイクル推進協議会（以下、推進協議会）は、もっと皆さまにPETボ
トルについて知っていただきたい、そしてPETボトルのリサイクルをもっと進めて
いきたい、という考えのもとに、1993年に設立された任意団体です。2021年度に
は、「（一社）日本ミネラルウォーター協会」が入会し、PETボトルを利用する中身
メーカー６団体と、容器および樹脂メーカーの団体であるPETボトル協議会の計
7団体により運営されています。
　この年次報告書は2001年以来、毎年発行しており、3R（リデュース、リユース、
リサイクル）について3R推進自主行動計画にそって業界をあげて真摯に取り組んで
いる状況や、その成果などを皆さまに知っていただくことを目的としています。
　本報告書は自主行動計画2020（第3次自主行動計画（2016年度～2020年
度））の5年目最終年となりましたので、その総括と2020年度の推進協議会の取り
組みについて報告いたします。
　推進協議会は、3R推進に加え、「有効利用」、「水平リサイクルの推進」に取り組ん
でいます。本報告書の中では、2020年度の調査においても有効利用率、ボトルto
ボトルリサイクル量などを公表しています。
　私たちの生活になくてはならない容器として浸透しているPETボトル。そのPET
ボトルのリサイクルの必要性や循環型社会の大切さ、リサイクルの流れなどを知って
いただくための啓発動画も好評です。ホームページ上より視聴いただけますので、
合わせてご活用ください。
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PETボトルリサイクル推進協議会について
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■ 第三者意見

2020年度は自主行動計画2020（第3次自主行動計画）の最終年
P4-5参照

3R推進団体連絡会の結成

第１次自主行動計画 
（2006～2010年度）

第２次自主行動計画 
（2011～2015年度）

自主行動計画2020
（第3次自主行動計画）
（2016～2020年度）

自主行動計画2025
（第4次自主行動計画）
（2021～2025年度）

2005年12月

2006年3月

2011年3月

2016年6月

推進協議会は、3R推進団体連絡会の一員として「容器包装3R推進の
ための自主行動計画」に基づき、自主行動計画2020（第3次自主行動
計画（2016年度～2020年度））を策定し取り組みを進めてきました。　
1. リデュース
　当初、軽量化率20％の目標でスタートしましたが、早々に目標を上回っ
たため、25%の目標に上方修正して取り組みを進めました。2020年度に
25.3%となり目標を達成することができました。業種、製品ごとのバラ
つきがあることから、今後は平準化を進めていく必要性があります。　
2. リサイクル
　目標のリサイクル率85%以上維持については、2019年度、2020年
度の2回の達成になりました。201６、201７、2018年度については僅かに及ばない結果となりましたが、84%以上
の状況をキープしました。今後も、外的な変化に対応できる安定したリサイクルシステムの確保が必要です。リサイク
ルの質の向上、国内循環への移行を念頭にさらなるリサイクルの推進を目指します。　
3. 変化への対応
　プラスチックへの問題意識が高まり、資源循環への貢献を目指し、従来の3Rに加えてさらなる取り組みが求められ
ました。新たな目標「有効利用率100%を目指す」を2019年度に設定しました。今後、国の「プラスチック資源循環
戦略」の目標（マイルストーン）を意識した新たな目標も設定して、取り組みを進めることになります。　
　大きな変化のあった5年間になりました。推進協議会は、これに対応するために取り組み内容、質の転換を求めら
れた5年間となりました。

2016年度から2020年度の5年間（振返り）
2017年度 中国の廃プラスチック輸入禁止
　2017年7月に中国は、WTOに対し「24品目の固形廃棄物の輸入禁止」を通告。同年末に輸入禁止措置を実施
しました。この中で、使用済みPETボトルのフレークやベールも対象となった結果、中国への輸出はほぼゼロに
なり、タイ、マレーシア、ベトナムなどの東南アジア諸国へ輸出先が変わりました。　
2018年度 海洋プラスチック問題、2019年度 プラスチック資源循環戦略
　2018年6月のG7シャルルボワ・サミットの「海洋プラスチック憲章」を契機に、海洋プラスチックごみ問題、マイ
クロプラスチック問題が大きくクローズアップされました。
　同年、第4次循環型社会形成促進基本計画が閣議決定され「プラスチック資源循環戦略」の策定が盛り込まれま
した。翌2019年5月に3R＋Renewableを基本とする「プラスチック資源循環戦略」が発表され、6月のG20
大阪サミットでは「海洋プラスチック憲章」を上回るような「大阪ブルー・オーシャン・ビジョン」を発表しました。　
推進協議会の新たな目標：PETボトルの100%有効利用
　2018年11月に全国清涼飲料連合会は、「プラスチック資源循環宣言」を発表し2030年度までにPETボトルの
100%有効利用を目指すとしました。推進協議会も100%有効利用を新たな目標に設定し、本報告書において調
査結果の公表を2019年度から始めています。　
2020年度 コロナ禍
　新型コロナウィルス感染症拡大防止のため、ステイホーム（テレワークや行楽・イベント自粛など）により、家庭で
のPETボトルの消費が増加し、事業系での消費量が減少しました。また需要の低迷により、再生PET材料の販売
に影響を及ぼしました。　
新たなステージに向かっての取り組み
　この5年間は、PETボトルを取り巻く環境に大きな変化があり、新たな対応が求められています。従来の3Rの
推進から「プラスチック資源循環戦略」のマイルストーンの達成を目指して、新しい目標を追加し取り組んで行く
とともに、資源循環とCO2削減に貢献して行きます。
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2020年度
有効利用率

「軽量化率は25.3%、リサイクル率は88.5% ともに目標達成」

344千トン
144千トン

海外
再資源化量

国内
再資源化量

残渣量・ごみへの
混入量 他
63千トン

リサイクル率　 　　　、88.5% リサイクル量 国内344千トン 海外144千トン
2020年度も目標 「リサイクル率85％以上の維持」を達成

軽量化率 25.3% 削減効果量176.8千トン
2020年度は目標「指定PETボトル全体で25％軽量化（2004年度比）」を達成

指定PET
ボトル販売量
551千トン

※端数処理のため、数値が合わない場合があります。

23千トン
市町村

回収量
637千トン 千トン

事業系
175
千トン

292
市町村

147千トン
事業系

440千トン

国内向け
回収量

P8-9 参照リサイクル（回収・再資源化）率の動向

198千トン

海外向け
回収量

容器軽量化による削減効果量と軽量化率の推移

回収量（キャップ・ラベル・異物を含む） リサイクル量

（千トン／年）
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2020

リデュースの推進 P 6-7 参照

容器軽量化の代表例
2004年度比
軽量化率■清涼飲料

　耐圧 500ml 22.4％
　無菌 2,000ml 39.1%

■しょうゆ
　しょうゆ 1,800ml  11.0%
　しょうゆ加工品 1,000ml  14.4%

2004年度比
軽量化率

リサイクル量
488千トン
（88.5%）

＜使用済みPETボトルの水平リサイクル＞

P10参照再生PET樹脂利用量の動向

2020年度 ボトルtoボトルリサイクル

ボトルtoボトル比率※

86.3千トン

15.7%

PETボトルからPETボトルを作る
ボトルtoボトルが進んでいます。

有効利用 P14参照

2030年度までにPETボトルの100%有効利用※を目指す

2020年度PETボトルの有効利用率は 98％　
※有効利用：リサイクルに熱回収を加えたもの

※販売量に対するボトルtoボトルリサイクルされる量の比率

※熱回収量：残渣・ごみ混入量のうち、熱回収された量

有効利用率
98% 指定PETボトル販売量 551千トン

リサイクル量 488千トン ＋ 熱回収量 54千トン
   　　　　　  （88.5%） 　　　　　　         （9.8%）

有効利用率の算出 有効利用率
指定PETボトル販売量
リサイクル量 ＋ 熱回収量※

27.1

40.3
33.6 37.2

57.5 61.3

72.7
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ボトルtoボトルへの再生PET樹脂利用量の推移

年々、着実に増加しています

（前年度比 16.2％増）

24.6

ボトルtoボトル比率※
15.7%

54千トン
（9.8％）

熱回収
488千トン
（88.5％）

リサイクル
有効利用率
98%
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自主行動計画2025　「2021年4月公表」
推進協議会は、3R推進団体連絡会の活動に連動して、3R推進のための自主行動計画2025を策定しました。

＜次期5か年に向けた取り組み方針＞　
　新たな方向性として、有効利用100%を目指すとともに、従来のリサイクルフローに加えて、水平循環であるボトルtoボトルへの
移行、それにともなう新たな化石資源の投入の削減、CO2削減への貢献、そして国内循環の推進へと舵を切っていくスタートの
5か年になります。

表2. 推進協議会の3R推進のための自主行動計画2025（2021年度～2025年度）

容器包装リサイクル法に積極的に対応

表1. 推進協議会の3R推進のための自主行動計画2020の実施実績（2016年度～2020年度）
項目 目標 達成状況

Reduce
リデュース
（軽量化・薄肉化など）

Reuse
リユース

調査・研究の支援を行う 　P7参照

Recycle
リサイクル

リサイクル率
85%以上を維持

リサイクル容易性の向上

マテリアルフローの
精度向上の調査・研究

●リサイクル率目標「85%以上の維持」を2019年度と2020年度に達成した。
　（P8 図4「国内再資源化と海外再資源化」参照）

●使用済みPETボトルの輸出量は、財務省貿易統計値と（一財）日本環境衛生
　センターの調査から算出した（2020年度170千トン）。

上記以外の
主要な取り組み

広報活動の推進

新たな技術開発などを行い、
主な容器サイズ・用途に個
別の目標を定め、指定PET
ボトル全体で25%の軽量化
（2004年度比）を目指す。

リサイクル率は回収・
再資源化率を意味します。

事業者による3R推進に向けた行動計画・自主行動計画2020実施実績
推進協議会による3R推進のための自主行動計画2020の実施実績は下表の通り、概ね目標を達成しました。

 （参考）2015年度（第２次自主行動計画最終年）と2020年度の比較　
  軽量化率：    21.3％（2015年度）     ➡  25.3％（2020年度）

●2020年度のボトル重量調査を、推進協議会を構成する7団体に行った結果、
2004年度に比べ主要サイズ・用途17種の全てで2～39％軽量化が進み、
9種で目標を達成した。
　削減効果量は5年間累積で908千トン、全体での軽量化率は25.3％と目標
を達成した（P2「容器軽量化による削減効果量と軽量化率の推移」参照）。

●キャップ、ラベルをできるだけ取り外し、簡易洗浄して分別排出することを
ホームページや広報誌などで自治体ならびに消費者へ広く啓発活動を行った。

●店舗販売されるボトルの自主設計ガイドライン適合性調査を実施し、不適合
ボトルの改善を輸入・販売会社へ要請した（5年間で、延べ34社に改善要
請し、25件の回答を得た）。

●毎年度の活動実績を年次報告書にまとめ記者説明会を行い、マスコミ・業界
紙各社から高い関心と評価を受けた（2020年度はコロナ禍のためWeb開
催 35社39名出席）。

●主に自治体、清掃団体、リサイクル業者を対象として広報誌「RING」の発行と
「メールニュースRING」の配信を行った（広報誌RINGは年1回15,000部発行）。

●LCA手法によるリサイクル効果を毎年年次報告書で公表した。

●毎年、小中学生、地方自治体関係者、清掃団体関係者の来訪が多い「エコプ
ロ」に継続出展しPETボトルリサイクルの啓発、PR活動を実施（2020年度は
コロナ禍のためエコプロOnline2020にWeb参加）。

●スマホからのアクセスと視認性向上のため推進協議会ホームページのレス
ポンシブ対応実施（2019年度）。

主体間連携活動

●プラスチック容器包装リサイクル推進協議会の「PETボトル・プラスチック容器
包装リサイクル市民・自治体・事業者の意見交換会」を8回実施した。
　（2016年度～2020年度）

●3R推進団体連絡会の一員として共同事業を実施した。
　容器包装3R推進フォーラムを5回、容器包装3R交流セミナーを16回（エキ
スパートミーティング含む）開催した。
　（2016年度～2020年度）

国内外リサイクル技術に
関する調査および情報発信

●中国（4回）、東南アジア（3回）のPETボトルリサイクル状況調査を実施した。
　（2016年度～2020年度）

削減効果量： 149千トン（2015年度） ➡  177千トン（2020年度）

項目 目標 具体的取り組み

Reduce
リデュース

Recycle
リサイクル

リサイクル率
85%以上を維持

リサイクル容易性の向上

有効利用率100%
（2030年度まで）

●PETボトルの100%有効利用を目指す。

環境配慮設計

水平リサイクル

広報活動の推進

指定PETボトル
全体で25%以上の軽量化
（2004年度比）を目指す

有効利用

●キャップ・ラベルをできるだけ取り外し、簡易洗浄して分別排出することの
啓発活動。

●自主設計ガイドラインの遵守徹底のための不適合ボトルの定期的市場調
査と改善要請。

●回収率のさらなる向上（適切な資源回収と可燃、不燃ごみへの混入防止・
啓発）、特に事業系回収量の精度向上を行う。

●消費者、自治体へ積極的に広報および啓発を行い、3Rの推進を図る。

調査・研究活動 ●LCAデータの充実
●海洋プラスチック問題に係る科学的知見の調査・研究
●PETボトル散乱状況の調査（清掃活動、NPO支援、情報交換など）
●海外リサイクル事情の調査（東南アジア、欧州など）

上記以外の
主要な取り組み

ボトルtoボトル50%
（2030年度まで）

●サーキュラーエコノミーの観点から水平リサイクルを推奨し、2030年度
までにボトルtoボトル50％を目指す。新たな化石資源の投入を削減すると
ともにCO2の削減に貢献する。

自主設計ガイドラインの充実 ●ボトルtoボトルやラベルレス化などの業界での取り組みに連動して、環境配
慮設計の指針としてさらなる充実を図り、内容のPDCAを実施する。

● 年次報告書の発行と報道発表
● 広報誌「RING」の発行
● エコプロへの出展
● 全国のリサイクルプラザなどへの啓発ツールや再利用品などの提供
● ホームページの充実
● PETボトル再利用品カタログのホームページ掲載
● PETボトルリサイクル推奨マークの運用
● メールニュース

●主要用途別ボトル下記17種ごとに具体的な目標値を設定し、軽量化を促進
する。

【  5%】 みりん 1,000ml 　　　　　
【  6%】 酒類 4,000ml
【  9%】 清涼飲料 耐熱500ml　　　　　　　　　　
【10%】 清涼飲料 耐熱350ml、しょうゆ加工品※ 500ml
【11%】 清涼飲料 耐圧1,500ml
【12%】 みりん1,800ml、しょうゆ 1,000ml、しょうゆ加工品※ 1,000ml
【13%】 清涼飲料 耐熱1,500ml
【15%】 しょうゆ 500ml・1,800ml
【16%】 清涼飲料 耐熱2,000ｍｌ
【17%】 酒類 2,700ml
【27%】 清涼飲料 耐圧500ml
【28%】 清涼飲料 無菌500ml
【40%】 清涼飲料 無菌2,000ml

　［ 軽量化目標 ］

※しょうゆ加工品2種の基準年度は
　2008年度とする。

3R推進自主行動計画2
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リユースが困難なPETボトル
（１）安全性の問題
　リターナブルPETボトルは予期せぬ汚染（悪意はなくとも使
用済みPETボトルを農薬など、人体にとっての危害物質の一時
保管に用いることなど）があった場合、PETボトルに吸着された
汚染物質を、ボトル状態での洗浄技術・検査技術では100%除
去することは困難です。

PETボトルのリユースに関する現状の判断は変わらず

（参考）食品衛生学雑誌Vol.52, No.2

（2）環境負荷の問題
　リターナブルPETボトルが、ワンウェイPETボトルより環境負
荷が小さくなるのは、空ボトルの回収率が90%以上で、販売拠
点から工場までの返送距離が100km未満という非常に限られ
た条件下でのみです。

（参考）環境省「ペットボトルを始めとした容器包装のリユース・デポジット等の
　　　循環的な利用に関する研究会」中間取りまとめ2009年8月

　2020年度の清涼飲料用PETボトルの出荷本数は、217億本
となり、３Ｒ推進のための自主行動計画を定めて取り組みを開
始した2004年比で1.47倍になっています。また、その原油採
掘からボトル製造・供給に至る環境負荷の指針としてのCO２排
出量は、1,992千トンと同0.95倍でした（表3）。

　PETボトルは、需要の伸びにともない出荷本数を増加させて
きましたが、出荷本数の増大に比べCO２排出量は抑制されて
います。これは、ボトルの軽量化をはじめとする省資源・省エネ
ルギーの取り組みの効果が表れたものと考えます（図2）。

2020年度 2020/2004比

PETボトル出荷本数 217

環境負荷（CO2排出量）

億本

千トン-CO2 1,992

1.47倍

0.95倍

2004年度

148

2,089

図2. 清涼飲料用PETボトルの出荷本数と、その環境負荷（CO2排出量）の推移

表3. 2020年度と基準年度（2004年度）との環境負荷（CO2排出量）比較

2007 2008 2009 2010 2011 20132004 2005 2006 2012 2014

PETボトルリサイクル推進協議会 調べ

0

1,000

2,000

3,000

5,000

4,000
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250

200

Ｐ
Ｅ
Ｔ
ボ
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ル
の
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数

（億本）
PETボトル出荷本数
PETボトル製造・供給で発生するCO2排出量Ｐ

Ｅ
Ｔ
ボ
ト
ル
製
造
・
供
給
で
発
生
す
る　

排
出
量

CO2

環境負荷増大の抑制

基準年度に対して、軽量化が進展した当該年度のボトル総重量（A）を、軽量化が
進展しなかったとした当該年度のボトル想定総重量（B）で除し、算出する。

PETボトル軽量化の推進
2020年度 指定PETボトルの軽量化率は25.3%

軽量化率
算出方法

×100（％）＝100－ A
B

＝100－軽量化率 ×100（％）Σ［（当該年度各ボトル単位重量）×（当該年度各本数）］
Σ［（2004年度の各ボトル単位重量）×（当該年度各本数）］

（年度）
2019 2020

89.0（目標値より+4.0）

（目標値より+0.9）60.9

（目標値より+0.9）89.9

（目標値より+1.1）87.1
96.6目標達成

75.0目標達成

90.9目標達成

（目標値より+6.3）94.3

87.1目標達成

85.6目標達成

95.2目標達成

85.0目標達成

90.9目標達成

図1. 指定PETボトル・主要17種の軽量化目標と実績（2020年度）

PETボトルリサイクル推進協議会 調べ
7060 80 90 100

サイズ 2004年度
重量

2020年度
目標用途

耐熱

耐圧

無菌

酒類

みりん

しょうゆ

しょうゆ
加工品

350ml
500ml
1,500ml
2,000ml
500ml
1,500ml
500ml
2,000ml
2,700ml
4,000ml
1,000ml
1,800ml
500ml
1,000ml
1,800ml
500ml
1,000ml

25.1g
27.5g
55.7g
63.5g
31.1g
48.3g
25.2g
51.7g
89.9g
138.9g
36.2g
78.2g
25.0g
33.0g
77.0g
26.6g
38.5g

90%
93%
89%
86%
73%
89%
78%
60%
86%
97%
97%
88%
85%
88%
85%
93%
88%

（%）

※

清
涼
飲
料

酒
類

し
ょ
う
ゆ

※ しょうゆ加工品の容器基準重量は、2008年度重量とした。（第2次自主行動計画で軽量化目標値を設定）

（目標値より+8.2）
98.2

77.6（目標値より+4.6）

85.6目標達成

90.9（目標値より+2.9）

軽量化事例
　PETボトルは、容器としての需要の広がりにともない、成形技
術・充填技術の進展などにより、近年目覚ましい軽量化が実施
されました。

2020年度指定PETボトル・主要17種
軽量化実績
　推進協議会による３R推進のための自主行動計画2020に
おいて、「指定PETボトル全体で25％の軽量化（2004年度比）」
を目標に設定しています。2020年度は全体で25.3％の軽量
化となり目標を達成しました。
　個別では、対象容器の主要17種のうち7種※1

　 で前年度より
軽量化が進み、また9種※2

　 で、2020年度軽量化目標値を達成
しました（図1）。
　今後も、さらなる軽量化に向けて努力を続けていきます。

※1 清涼飲料の耐熱500ｍl・1,500ｍl、耐圧500ｍl、無菌2,000ｍl、
　　みりん1,000ｍl、しょうゆ500ｍl、しょうゆ加工品1,000ｍl
※２ 清涼飲料の耐熱500ｍl・1,500ｍl・2,000ｍl、無菌500ｍl、
　　酒類4,000ｍl、みりん1,000ｍl、しょうゆ500ｍl、
　　しょうゆ加工品500ｍl・1,000ｍl

出荷本数は増大

CO2排出量は抑制

軽量化事例

アサヒビール株式会社

焼酎ブランド「かのか」
4,000ml PETボトル
ボトル重量109.5g
（従来品 141.0g）

ポッカサッポロフード
&ビバレッジ株式会社
がぶ飲み メロンクリーム
ソーダ
500ml PETボトル
ボトル重量 26.0g
（従来品 34g）

株式会社伊藤園
お～いお茶 緑茶
お～いお茶 ほうじ茶
280ml PETボトル
ボトル重量20.5g
（従来品 約22g）

株式会社伊藤園
お～いお茶 緑茶
お～いお茶 濃い茶
健康ミネラルむぎ茶
1L スリム PETボトル
ボトル重量28.7g
（従来品 約36g）

Reduce（リデュース）3

Reuse（リユース）4
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指定法人落札単価の動向
　2020年度のPETボトルの落札単価（加重平均：消費税抜
き）は、ボトルtoボトルへの採用計画増の一方で、新型コロナ
禍による経済低迷の影響を受け、通期－24.6円／kg（上期：
－43.4円／kg、下期：－1.8円／kg）でした。　

　2021年度は、世界経済やPETレジン市況価格の低迷から回
復基調により、下期はコロナ前の水準に戻るものの落札単価は、
通期－23.7円／kg（上期：－7.9円／kg、下期：－42.9円／kg）
となり、2020年度より約１円／kg下がりました（図8）。

（出所）財務省貿易統計、一般財団法人日本環境衛生センター集計

※端数処理のため、数値が合わない場合があります。

※端数処理のため、数値が合わない場合があります。

図7. 使用済みPETボトルの形態別輸出量推移

図8. 指定法人の落札単価と有償分拠出金額

　使用済みPETボトルの「フレーク状のもの」と「ベール（ボトル
プレス）品」の輸出量の合計は、減少傾向にあり、2020年度は
170千トン（前年度比84％）でした。
　また、2021年１月から施行された「プラスチックの輸出に係る
バーゼル法該非判断基準」において、使用済みPETボトルの
ベール品は規制対象となり、事実上輸出できなくなりました。
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前年度より約1.0円/kg下降

図4. 国内再資源化と海外再資源化

図5. 日米欧のPETボトルリサイクル率の推移
日本リサイクル率 米国リサイクル率欧州リサイクル率（％）
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目標「リサイクル率８５％以上の維持」
を達成
　2020年度の国内の指定PETボトルの販売本数は
輸入製品も含め前年度より18.5億本減の233億本とな
り、分母となる指定PETボトル販売量は前年度より
42千トン減の551千トン（前年度比7.1％減）でした。
一方、分子となるリサイクル量は、国内再資源化量344
千トン（前年度比5.0％増）、海外再資源化量144千
トン（前年度比21.1％減）の合計で488千トン（前年度
比4.3％減）でした。
　その結果、リサイクル率は前年度より2.6ポイント増
の88.5％となり、前年度に続き85％以上の目標を上回
ることができました（図3）。

国内循環へシフト
　中国の廃棄物輸入禁止は2018年から継続しており、
使用済みPETボトルの輸出量の減少により海外再資源
化量は年々低下傾向にあり、リサイクルの国内循環への
シフトが進んでいます（図4）。

　回収量調査にあたって、市町村回収については、環境
省発表速報データを使用するとともに、使用済みPETボ
トルの回収、再商品化を行う事業者へのアンケート調査
を行い、国内リサイクル向けの回収量を集計しています。
　また、輸出量調査にあたって、使用済みPETボトルのフ
レーク品については、財務省貿易統計値を使用し、ベール
品については、バーゼル法関連事前相談業務の結果集
計における（一財）日本環境衛生センターの値を使用して
います。また、別途、PETくず輸出事業者へのアンケート
調査を行い、輸出量を集計しています。
　事業系（自販機、スーパー、コンビニなど）からの回収量
は、推進協議会での調査以外では得られることができま
せん。事業者の業務内容の変更や事業の撤退などがあ
り、毎年調査先を更新しています。また、ヒアリング調査
にて事業者との信頼関係を構築するなど、捕捉量の向上、
精度アップのための活動を続けていきます。
　推進協議会では３Ｒ推進のため、2021年度からの自
主行動計画2025の中で、引き続き「リサイクル率85％以
上の維持」を目標として掲げています。推進・啓発活動を
実施し、目標達成に努めます。　

世界最高水準のリサイクルを維持
　日本のリサイクル率は欧米と比較すると、引き続き世
界最高水準を維持しています（図5）。

使用済みPETボトルのリサイクル
2020年度リサイクル率は88.5%（1）

2014 2015 2016
（年度）

2017 2018 2019 2020

82.6 86.7 84.0 84.9 84.6 85.9

18.0

（出所）公益財団法人日本容器包装リサイクル協会

（出所）欧州：Wood Mackenzie社（2018年調査方法の精査修正）
　　　米国：NAPCOR

※落札単価は消費税抜き表示。2021年度の有償分拠出金額は推進協議会の推計値。
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図３. 回収・リサイクルの概要
キャップ・ラベル・異物を含まず
キャップ・ラベル・異物を含む

リサイクル率：（リサイクル量）÷（ボトル販売量）＝ 88.5％

使用済みPETボトルの輸出量は減少傾向

88.5

市町村の指定法人引き渡し量は２27千トン
　2020年度の使用済みPETボトル市町村分別収集量のうち、
公益財団法人日本容器包装リサイクル協会（以下、指定法人）
への引き渡し量は、円滑な引き渡しが実施され、前年度より
10.3千トン増の227千トンとなりました。
　一方、指定法人ルート外の独自処理量は同1.1千トン減の88
千トンとなり、独自処理比率は27.9％（前年度より－1.2ポイン
ト）でした（図6）。

（出所）指定法人引き渡し量：公益財団法人日本容器包装リサイクル協会

図6. 指定法人引き渡し量および独自処理量の推移
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回収・リサイクルに関する
推進協議会調査の強化　
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※指定法人引き渡し量と独自処理量の合計が、分別基準適合物量（環境省：2020
年度は速報値）になります。
　端数処理のため、数値が合わない場合があります。
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　回収されたPETボトルが、国内で具体的に何にどれだけ再利
用されているかを2008年より継続して調査しています。　
　２０２０年度はコロナ禍が発端で世界経済が低迷し、原油価
格の下落にともなうPET樹脂価格の低下によりPETリサイクル
材の需要減を引き起こしました。
　その中で、ボトルtoボトルによる指定PETボトルへの利用は
86.3千トン（前年度比16.2％増）となりました。各飲料メー
カーの再生PET樹脂材の採用計画増にともない、メカニカルリ

粘着テープ

（千トン-CO2） CO2排出量の削減効果
1,469 

42%減

リサイクル有り リサイクル無し
（2019年度実績） （2019年度仮定）
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1,150920
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PETボトルリサイクル推進協議会 調べ

国内・海外別 再生PET樹脂量

市町村系
238千トン
事業系

106千トン 344.0千トン

海外
198千トン

海外リサイクル
144千トン

国内利用
推定量

図9. 2020年度使用済みPETボトルの回収／再商品化の流れ　 

国内用途別利用調査量

国内
440千トン

※国内利用推定量344.0千トンに対し、用途別利用調査量は288.0千トンでカバー率は83.7％です。
※端数処理のため、数値が合わない場合があります。

国内での具体的製品別 再生ＰＥＴ樹脂利用量２８８千トンまで調査
サイクル設備の増設が報告されていることから、水平リサイクル
であるボトルtoボトルのさらなる伸長が見込まれます。
　食品用トレイなどのシート用途の利用量は117.3千トン（前年
度比11.6％減）。衣類などの繊維用途の利用量は47.5千トン
（前年度比24.8％減）。また、国内の使用済みPETボトルよ
り作られたPET樹脂（ペレット）は、30.9千トン（前年度比
10.0％増）が製品として輸出されています。

※端数処理のため、数値が合わない場合があります。

表4. 2020年度具体的製品例と利用量（調査結果） （単位：千トン）

製品例 利用量 構成比

食品用トレイ（卵パック、青果物トレイなど）
ブリスターパック（日用品などブリスター包装用）
食品用中仕切り（カップ麺トレイ、中仕切りなど）
その他（工業用トレイ、文具・事務用品など）

40.7％

繊　維

シート

自動車・鉄道関連（天井材や床材など内装材、吸音材）
インテリア・寝装具（カーペット類、カーテン、布団など）

衣類（ユニフォーム、スポーツウェアなど）

身の回り品（エプロン、帽子、ネクタイ、作業手袋など）
一般資材（テント、のぼり、防球ネットなど）

家庭用品（水切り袋、ワイパーなど）

その他（糸、不織布など）
16.5％

PETボトル （ボトルtoボトルによる指定PETボトル）

土木・建築資材（排水管、排水枡、建築用材など）

30.0％

成形品

輸出向けペレット

その他（文房具、事務用品、園芸用品、ごみ袋、衣料関連など）
2.1％

他 その他（添加材、塗料用、フィルムなど） 0.0％
合計

土木・建築資材（遮水・防草・吸音シートなど）

一般資材（結束バンド、回収ボックス、搬送ケースなど）

84.1
86.3

7.7
3.7
21.8
117.3
21.5

7.5
10.7

4.2

0.5
2.6

0.1
0.5
47.5
1.7
0.5
3.7
5.9

10.7％30.9
0.1

288.0

106.3
74.2

9.0
3.0
14.3
132.6
22.0

8.7
21.7

6.7

1.0
2.2

0.1
0.7
63.1
1.8
0.6
4.4
6.9
28.1
0.04
305.0

利用量

100％

20202019

回収量
637千トン

（2）国内向け再生PET樹脂利用量調査 （3）PETボトルリサイクル推奨マークと再生PET製品のグリーン購入
PETボトルリサイクル推奨マークの運用
推奨マーク登録商品数大幅増
　PETボトルリサイクル推奨マーク（登録商標）
は、使用済みのPETボトルが25％以上使用され
ている製品につけられます。製品にPETボトル
再利用品が使用されていることを伝えるととも
に消費者が商品を購入する際の目安となります。
　マーク取得の認定はPETボトル協議会が行い
ます。2020年度の登録数は307件で、登録商
品数は昨年より包装材料を中心として67品増
加し526品（前年度比15%増）となりました。

グリーン購入法における再生PET製品
　グリーン購入法は、持続可能な社会構築のため、国などの機関
に環境配慮物品やサービスの調達（グリーン購入）を義務付ける
とともに、地方公共団体や事業者・国民にもグリーン購入に努め
るよう求めています。2021年2月に発表された22分野282品目
が対象となっており、各分野の再生PET樹脂の基準使用率を
クリアした製品は、グリーン購入法適合商品としてアピールする
ことができます。推進協議会のホームページでは、グリーン購入法
適合品の表示や、グリーン購入についての民間組織であるグリー
ン購入ネットワークのホームページへのリンクを行っています。PETボトルリサイクル

推奨マーク

2020年度推奨マーク新規認定商品事例
グリーン購入法適合商品事例

数量
動脈系 593

静脈系
（回収・リサイクル）

（市場供給量）

リサイクルによる
代替効果

データ項目
ボトル　PET樹脂量
（内、ボトルtoボトル樹脂量）

701ボトル・キャップ・ラベル
込み重量

252ボトル本数
737回収・廃棄総量
510

千トン
（74千トン）

千トン

億本
千トン
千トン

（85.9%）
リサイクルPET樹脂量
（リサイクル率）

431千トン代替PET樹脂量

（4）環境負荷の側面からみたリサイクル効果の評価
リサイクルで環境負荷は
42%減
■評価結果
　2019年度のデータを用いてPETボト
ルのリサイクルによる環境負荷低減効果
をLCA（ライフサイクルアセスメント）手
法により評価しました。その結果を図10
に示します。
　日本で利用されている指定PETボトル
の、資源採掘からボトル生産・利用・排出
回収・リサイクル・再利用（利用不可物の
廃棄処理を含む）までのCO２総排出量は
2,059千トンとなりました。これは、リサ
イクル・再利用が無い場合の3,528千トン
と比較し、約42％少ない結果でした。
　PETボトルは高いリサイクル率により
大幅に環境負荷を低減していることを確
認しました。

図10. CO2排出量削減効果

表5. 2019年度の主要基本データ

原料樹脂・ボトル生産
（資源採掘からボトル生産・供給まで）

廃棄物処理
（単純焼却・焼却発電・埋め立て）

リサイクル・再利用による代替効果

使用済みボトルの
回収・リサイクル・再利用

合計

※「原料樹脂・ボトル生産」には、ラベル・
キャップとこれらの原料樹脂の生産
を含む。

※「回収・リサイクル・再利用」の「再利用」
は、再生材料を用いた繊維・シートな
どの生産を意味する。

※端数処理のため、数値が合わない場
合があります。

※「回収・廃棄総量」は、未捕捉分を含め
た、回収対象となるボトル・キャップ・
ラベル・異物の仮定の総量を表す。

※「代替PET樹脂量」は、リサイクルPET
樹脂量から、ボトルtoボトル樹脂量
（74千トン）と製品化ロスを除いた重
量を表す。

ごみ袋マット

定規

空容器
リサイクル
ボックス

下敷き

※本記載に関する詳細データは、
　推進協議会ホームページで見ることができます。

千トン
288.0

繊維
千トン47.5

（16.5％）

成形品他
千トン

千トン

6.1 （2.1％）
輸出向けペレット
30.9
（10.7％）

千トン
シート
117.3
（40.7％）

千トン
PETボトル
86.3
（30.0％）

バッグ 包装材

包装材
PET
ボトル フィルムタック

Recycle（リサイクル）5
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再商品化製品

食品用トレイ

粘着ラベル素材

PETボトルの原料

飲料用PETボトル

繊
維

シ
ー
ト

包
装
フィ
ル
ム・ラ
ベ
ル
類

成
形
品

利用製品

カスケードリサイクル

水平リサイクル（ボトルtoボトル）

P
E
T
ボ
ト
ル

■ 再商品化工程

ボトル

ボトル

キャップ　  ： PP
ラベル　   ： PS

使われている部位
JIS方式による
［材質表示］
（任意での表示）

ボトル

ラベル

キャップ

フレーク

ペレット

収集

選別（異物除去）

圧縮梱包（ベール化）

保管

ベール品

※フレークを加熱融解して粒状にしたもの

※ボトルを約8mm角に裁断したもの

識別表示 分別排出［消費者］ 分別収集［市町村］ 再商品化［事業者］

分別基準適合物
特定調味料
■ しょうゆ
■ しょうゆ加工品（めんつゆ等）
■ アルコール発酵調味料
■ みりん風調味料
■ 食酢・調味酢
■ ノンオイルドレッシング

飲料
■指定表示製品

※ ベールとはＰＥＴボトルを圧縮・梱包し
　 たものです。（bale：俵、梱包） 

図11. PETボトルリサイクルの流れ

PETボトルの識別表示マーク

PETボトルには、
ラベル部分やボトル本体に
このマークがついています。

※つぶすとラベルがはずしやすくなります。
※取り外しにくいしょうゆボトルの中栓や、
キャップをはずした後に残るリングなど
は無理に取る必要はありません。その
まま排出してください。口元の白い部分
もPET樹脂です。

（参考）プラスチックの識別マーク

中をすすいでください。

横方向につぶしてください。

市町村のPETボトル収集日に
排出してください。

指定表示製品（飲料、特定調味料）
以外のPETボトルなどの、
その他プラスチック製容器包装に
このマークがついています。

市町村の分別方法にしたがって　
排出してください。

キャップは必ずはずして、
ラベルはできるだけ
はがしてください。  
1

2

3

4

［プラスチック製容器包装］
の法定識別マーク

［PETボトル］
の法定識別マーク

■ 塩ビボトル除去
■ 着色ボトル除去
■ 手選別
■ 粉砕
■ 風力分離
■ 洗浄
■ 比重分離

■ 清涼飲料 
■ 酒類
■ 牛乳・乳飲料 等

■ 果汁飲料

（5）分別排出からはじまるPETボトルリサイクルの流れ

卵パック 下敷き

食品用パウチ 日用品用パウチ ラミネート包材

台所用洗剤
ボトル

セロテープ台

防草シート

空容器リサイクルボックス

ワーキング
ウェア

（メカニカルリサイクル）
物理的再生法

（ケミカルリサイクル）
化学的再生法

定規

ネクタイ白衣 肌着

アウターアウター

バッグ

Recycle（リサイクル）5
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指定PET
ボトル販売量
551千トン

2020年度
有効利用率

荒川クリーンエイド2020（2020年9月20日）

四日市大学 千葉教授らの研究

第2回境川ウォーキング（2020年11月7日）
NPO法人海さくら、全国川ごみネットワーク共催

荒川から回収されたPETボトル

　PETボトルのマイクロプラスチック問題に取り組んでいます。
2020年度は、「マテリアルライフ学会」で河川から回収された
PETボトルの科学的分析を行い、「マイクロプラスチックになるよ
うな兆候は見られなかった」ということを報告しました。

　以上のような調査・分析からPETボトルは、屋外で崩壊に至るまでには、かなりの期間を要するため、引き続き、適切な回収やリサ
イクルの強化により流出を減らし、流出してしまったボトルについては収集活動により回収していきたいと考えています。

　海洋プラスチックごみで問題になるのは、陸域から投棄された
使用済みPETボトルが河川を流れ、海洋に到達することに起因
しています。推進協議会では、このように投棄された使用済み
PETボトルの清掃活動にも協力しています。

　これらの清掃活動で回収したPETボトルを分析することで、劣化状態やマイクロプラス
チック生成のメカニズムを検討しています。さらに、ウェザメーターを使用した耐候性試
験（加速試験）と屋外暴露試験を実施して、劣化状態の経時変化を調査しています。耐
候性試験においては、4,200時間までの照射試験（太陽光換算で約3年）で、表面に経時
で劣化が観察されましたが、崩壊までには至っていないという結果が得られています。
　また、四日市大学の千葉賢教授らは、陸域での移流拡散と河川域での漂流・再漂
流を考慮したPETボトルの移動シミュレーションを行い、以下のような考察をしてい
ます。

● 陸域から海洋へ移動するプラスチックごみの動態を研究しているが、庄内川（1級河川）と員弁川（2級河川）の河川
敷で回収されたPETボトルの販売年代調査（PETボトルリサイクル推進協議会と共同実施）から、20年前頃のボト
ルも多数見つかり、滞留時間は相当長いことが分かった。

● 数理モデルで陸域から海洋へのPETボトルの移動を計算し、販売年代分布の調査結果と比較したが、PETボトル
の未回収数量を考慮した方が、データの再現性が高かった。これは、PETボトルの回収活動が海洋への流出量に
影響していることを示している。

●プラスチックごみの厳正な管理と回収を行うことで、海洋への流出を減らせる可能性が示唆された。

　国はプラスチック資源循環戦略で示されたマイルストーンの
中で、「2035年までに、すべての使用済みプラスチックをリユー
スまたはリサイクル、それが技術的経済的観点等から難しい
場合には熱回収も含め100%有効利用するよう、国民各界各層
との連携協働により実現を目指します。」としました。
　これに先立ち、全国清涼飲料連合会は、2018年11月29日
に清涼飲料業界のプラスチック資源循環宣言として、2030年度
までにPETボトルの100％有効利用を目指すことを表明しまし

た。これを受け、推進協議会でも新しい目標として2019年度に
「2030年度までにPETボトルの100％有効利用を目指す」を
設定しました。
　新目標の2年目となる2020年度の指定PETボトルの有効利
用率は、98%になりました。

※有効利用とはリサイクルに熱回収を加えたもの
2020年度指定PETボトルの有効利用率 98%
2030年度までにPETボトルの1００％有効利用を目指す

（1）海洋プラスチックごみ問題への取り組み

指定PETボトルの回収ルート
　資源として回収されたものはリサイクルされ
ます。また、可燃ごみ・不燃ごみに出されたもの
はごみ処理として、焼却場や埋め立てに回され
ます。さらに、これらから漏れたものとしてポイ
捨てや台風などによって河川や海へ流出してし
まうものがあります。
　指定PETボトル製品販売量を100とすると、
資源として回収された量は96.7%（回収率）、
ごみ処理に回った量3.3%になります。流出し
た散乱ごみはかなり少ないと推測されます。

可燃ごみ・不燃ごみへの混入量
　推進協議会では可燃ごみ・不燃ごみへの混入量の調査を毎
年度、実施しています。PETボトル量調査に役立つ可燃ごみ・不
燃ごみの「組成調査」を実施している自治体の調査をさらに精査
し、2020年度は家庭ごみに関しては95自治体、事業系ごみに

関しては18自治体のデータをもとに可燃ごみ・不燃ごみに混入
している使用済みPETボトル量の推計を試みました。2020年度
の混入量は20千トンとしました。

有効利用率の算出

図12．指定PETボトルの回収ルート概略図

図13．有効利用率の算出
        （概略図）

指定PETボトル
製品販売

消費者

市町村回収

資源回収
100％

96.7％

3.3％
ごみ処理可燃、不燃ごみへの混入

散乱ごみ（ポイ捨て、台風・災害による流出）

事業系回収
●自動販売機
●コンビニエンスストア
●スーパーマーケット
●オフィス、工場
●交通機関など

リサイクル（国内分）

リサイクル（輸出分）

単純焼却・埋め立て

残渣
●異物、汚れボトルなど

有効利用

熱回収
●発電や熱利用焼却

有効利用率＝ リサイクル量 + 熱回収量
指定PETボトル販売量

有効利用率＝

＝98%リサイクル量

指定PETボトル販売量

+ 熱回収量488千トン
551千トン

54千トン

344千トン

54千トン

144千トン
海外

再資源化量
国内

再資源化量

（9.8％）
リサイクル量
488千トン
（88.5%）

有効利用率
98%

熱回収
488千トン
（88.5％）

リサイクル

（参考） 「プラスチック資源循環戦略」の概要 令和元年5月31日 策定・公表
 重点課題　基本原則: 「3R+Renewable（持続可能な資源）」
 マイルストーンでは、リデュース、リユース・リサイクル、再生利用・バイオマス

プラスチックの目標が示された他、海洋プラスチック対策や途上国の支援
など国際展開、技術開発・調査研究などの基盤整備が含まれる。

残渣
45千トン

可燃ごみ・不燃ごみ
18千トン

　有効利用とは、使用済みPETボトルをリサイクルおよび熱回収も含
め再資源として利用することです。有効利用率は、右の式で表されます。
　2020年度のリサイクル量は488千トンでした。リサイクルされな
かった量は合計63千トンでその内訳は、リサイクル工程で発生する残
渣が45千トン、残りの18千トンは可燃ごみ・不燃ごみとして排出され
た量として計算します。　
　残渣で熱回収された量は38千トン（海外分は含まず）、可燃ごみ・不
燃ごみで熱回収された量は環境省の可燃ごみの有効利用率94%を使
用し、16千トン、計54千トンを熱回収量と推定しました。

推進協議会の取り組み7有効利用6
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（2）情報発信・普及啓発に向けての多様な取り組みを推進
広報誌「RING」の発行「PETボトルリサイクル年次報告書2020」

発刊にともなう記者説明会の開催
　「PETボトルリサイクル年次報告書2020」の発行に合わせ、 
2020年は新型コロナウイルス感染拡大を受け経団連会館
（東京都千代田区）からオンラインにて記者説明会を開催、35
社39名のメディア関係者が出席しました。本書発行20周年
を記念し、PETボトル自主設計ガイドライン、リサイクル推進
の歩みなどの掲載の他、PETボトルリサイクルの現状や課題、
推進協議会が掲げる「3R推進に向けた自主行動計画」の活動
状況や今後の展望などについて報告を行いました。

　推進協議会は3R推進団体連絡会の八団体の一員として環
境の展示会「エコプロ2020」に参加しました。2020年の「エ
コプロ2020」は、新型コロナウイルスの感染拡大を受け、出展
形態を集合型からオンライン型の「エコプロOnline2020」
（11月25～28日）に変更し開催されましたが、企業や行政機
関などが出展し、3日間で延べ約2万7千人が参加。リサイク
ル啓発コーナーの「エコスタディルームOnline」ブースには約
6千人、うち3R推進団体連絡会のページに約1,500人が参
加し、学校・教育機関でのオンライン学習教材などで役立てら
れました。

ホームページの充実と啓発ツールの提供

「PETボトルリサイクル年次報告書2020」の記者説明会（2020年11月18日）

「エコプロOnline2020」への出展

　推進協議会の広報誌「RING」では、有識者へのインタビュー
の他、資源循環型社会形成を目指す自治体の取り組みや再
生樹脂利用事業者紹介など、さまざまな角度からPETボトル
に関する情報を発信しています。
　2021年6月発行のVol.39では、「みんなの連携でPETボト
ルをリサイクルしています。」をテーマに、PETボトルの3Rに不
可欠なキャップ、ラベルや使用済みPET樹脂から包装フィルム
を開発された各サプライヤーより最新技術の紹介と開発担当
者へのインタビューのほか、容器包装の3R推進に向けた「自
主行動計画2025」や東京都調布市、三重県志摩市の自治体
の活動紹介、再生樹脂利用事業者としてアートファクトリー玄
株式会社の環境への取り組みなどを紹介しています。

　推進協議会のホームページではPETボトルリサイクルに関
する正しい知識の提供やユーザーの利便性向上のため、タイ
ムリーな情報更新を行っています。2020年度は新型コロナ
ウイルス感染拡大の影響により、例年最多アクセス数となる、
６月の環境月間で大幅な減少がみられ、前年比で延べ５万件
減少の約93万件となりました。
　10月には、リサイクル学習をおこなっている横浜市立川和東
小学校から出前授業の要請を受け、再生原料となるPETボト
ルを粉砕・乾燥させたフレークの実物をみながら、4年生の児
童に対してPETボトルのリサイクルについて説明しました。また、
引き続き全国の自治体などにPETボトルリサイクルに関する
データや啓発ツールの提供を行いました。

３Ｒ推進団体連絡会 自主行動計画フォローアップ報告・記者説明会
　推進協議会が参画する３Ｒ推進団体連絡会は、容器包装の３Ｒに係る八団体により結成
され、2006年3月に2004年度を基準年度とする第１次自主行動計画を発表し、その後毎
年度の進行状況を、翌年の12月にフォローアップ報告として報道関係者に説明し公表して
きました。自主行動計画は「Ⅰ．事業者による3R推進に向けた行動計画」および「Ⅱ．主体間
の連携に資するための行動計画」の2本の柱で構成され、事業者の決意を表明しています。
　2019年度は第3次自主行動計画に当たる自主行動計画2020の4年目となり、連絡会で
はその総括を2020年12月10日に経団連会館においてフォローアップ報告を行いました。
なお、数値目標の基準年度は第１次計画を継続し、2004年度としています。　

第15回容器包装3R推進フォーラム 
　2006年度からスタートした「容器包装３Ｒ推進フォーラム」は、自治体・市民・事業者など
のさまざまな主体が連携して容器包装３Ｒを推進する場づくりを目的として開催しています。
　2020年度の第15回フォーラムは、新型コロナ感染症の影響を考慮し、Webでの開催とし
ました。2021年1月28日から2月1日までの間、Web録画配信（フォーラムHP、YouTube）を
行い、たいへん多くの皆さまに参加していただくことができました（参加登録者数296名）。
　基調講演を東京大学未来ビジョン研究センターの高村ゆかり教授から「プラスチック問題
から3Ｒを考える」と題してご講演をいただきました。また、「国からの報告」として経済産業省
横手広樹課長、環境省 平尾禎秀室長、農林水産省 菅井剛課長補佐のお話しを伺いました。
　3R推進団体連絡会の活動報告を久保直紀氏（3R推進団体連絡会幹事長、プラスチック
容器包装リサイクル推進協議会 専務理事）より行いました。
　また、取り組みの事例報告として、古澤康夫氏（東京都環境局資源循環推進部資源循環
推進専門課長）、鈴木隆博氏（イオン株式会社 環境・社会貢献部長）、岡見厚志氏（World 
Seed代表理事） から報告を受けました。
　報告を通して容器包装３Ｒに関する政策、研究成果など関係各主体の先進的な取り組み
事例についての情報共有を図りました。

（3）フォローアップ報告、フォーラム、セミナーなどを共同実施

容器包装３Ｒ交流セミナー
　３Ｒ推進団体連絡会と３Ｒ活動推進フォーラム※では、市民、NPO団
体、国、都道府県、市町村の行政機関、事業者など多様なステークホ
ルダーが一堂に会して議論をする場として＜容器包装交流セミナー
～容器包装の3Rに関する市民・自治体・事業者との意見交換会～＞
を開催しています。
　2020年度は、函館市（9月24日）、松本市（11月16日）において、感
染対策を行った上で開催し、貴重な意見交換をすることができました。
　主体間の信頼と連携・協働の輪が拡大することを期待し、容器包装
3Rの推進、廃棄物の発生抑制、資源循環、環境負荷の低減など、より
一層取り組みを進めていきます。

自主行動計画202５の策定と公表
　「容器包装3Ｒのための自主行動計画」は5年ごとに計画見直しを行い公表しています。
2021年度から2025年度までの5年間の自主行動計画2025を策定し、4月に公表しました。八団体の共通
項目と各団体の個別部分から構成されています。自主行動計画202５は、第4次自主行動計画に当たります。

自主行動計画フォローアップ報告記者説明会
（2020年12月10日）

函館市（第20回容器包装交流セミナー）
（2020年9月24日）

松本市（第21回容器包装交流セミナー）
（2020年11月16日）

基調講演
東京大学未来ビジョン研究センター 高村教授

3R推進団体連絡会の活動報告
久保氏

「エコプロOnline2020」のエコスタディガイド 小学校での出前授業

「RING」Vol.39

※3R活動推進フォーラム：環境省環境再生・資源循環局総務課循環型社会推進室の管理団体

推進協議会の取り組み7
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用途

ボトル
（指定＋その他）

フィルム

輸入シート

樹脂輸出

シート
再生樹脂

再生樹脂

繊維

その他

再生樹脂

再生樹脂
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11
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食用油

調味料

総合計

図14. PET樹脂のマテリアルフロー（2020年）
（単位：千トン）
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数字は年度ベース数字は暦年ベース

樹脂国内生産

樹脂輸入

国内再生樹脂
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特定調味料
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その他プラスチック

包装用

非包装用

工程内ロス（推定）

食品容器包装
非食品包装

指定PETボトル
国内製品

市町村回収量
分別基準適合物量 国内再資源化量

海外再資源化量

使用済み
PETボトル
輸出量

事業系総回収量指定PETボトル
輸入製品

調味料
食用油
洗剤など
化粧品
その他

○樹脂国内生産：経済産業省化学工業統計編
○樹脂輸出入：財務省貿易統計
○国内再生樹脂：PETボトルリサイクル推進協議会
○繊維：経済産業省繊維・生活用品統計編
○ボトル：PETボトル協議会

○フィルム：PETボトルリサイクル推進協議会による推定値
○シート：PETトレイ協議会
○分別基準適合物量：環境省速報値
○指定PETボトル国内製品・輸入製品：PETボトルリサイクル推進協議会
○事業系総回収量、国内・海外再資源化量：PETボトルリサイクル推進協議会
○使用済みPETボトル輸出量：財務省貿易統計、一般財団法人日本環境衛生センター

可燃・不燃ごみ
への混入

散乱ごみ

※端数処理のため、数値が合わない場合があります。

キャップ・ラベル・異物を含む
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表6. ボトル用PET樹脂需要実績推移
（単位：トン）

■ 樹脂の動向

年 2011 2012 2013 2014

指
定
表
示
製
品

清涼飲料等

特定調味料

酒類

そ
の
他

洗剤、シャンプー

化粧品

医薬品、その他

※数字は暦年ベース（1月～12月）で、輸入品を含む。（出所） PETボトル協議会
　清涼飲料等とは、清涼飲料に果汁飲料および牛乳・乳飲料を含めたものです。特定調味料とは、しょうゆ、
　しょうゆ加工品、みりん風調味料、食酢、調味料、ノンオイルドレッシング、アルコール発酵調味料です。
※過去10年分のデータを掲載しています。掲載以前のデータは推進協議会ホームページをご覧ください。 https://www.petbottle-rec.gr.jp/data/demand_trend.html
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2015

511,412

20,339

13,363

545,114

6,584

3,183

6,339

11,987

9,800

37,893

583,007

529,989

24,049

14,948

568,986

11,102

2,522

1,160

14,241

 12,021

41,046

610,032

568,340

25,553

15,291

609,184

12,646

2,683

4,555

12,025

12,711

44,620

653,804

571,905

21,784

13,770

607,459

12,110

2,160

7,239

11,223

12,733

45,465

652,925

587,322

27,191

9,293

623,806

13,866

1,393

13,963

10,622

13,740

53,584

677,390

2016

584,413

29,211

15,409

629,033

10,511

1,738

15,380

10,756

11,605

49,990

679,023

606,065

23,363

13,050

642,478

9,058

2,423

18,275

17,204

11,128

58,088

700,566

2017

665,794

25,308

10,074

701,176

11,807

1,542

12,969

13,175

16,660

56,153

757,329

2019

623,396

23,742

5,999

653,137

9,703

1,198

16,265

13,578

15,056

55,800

708,937

2020

652,908

23,071

9,918

685,897

9,683

2,417

17,636

15,988

10,252

55,976

741,873

2018

（出所）

表8. 公益財団法人日本容器包装リサイクル協会「令和3年度上期、下期 登録再生処理事業者」

（単位：千トン）

■ リサイクル概況
表7. 指定PETボトルリサイクル概況 

■ PETボトル再商品化施設

マテリアルリサイクル（上期、下期45社50事業所）

北海道ペットボトルリサイクル株式会社（札幌工場）  札幌市
株式会社ウィンクリン（十勝リサイクルプラザ） 帯広市
ジャパンテック株式会社（苫小牧工場）  苫小牧市
株式会社青南商事（プラスチックリサイクル工場）  青森市
社会福祉法人カナンの園（ウィズ事業所）  一戸町
協業組合名取環境事業公社（E&Rプラザ）  名取市
ダイワテクノ工業株式会社（ダイワテクノ・エコセンター）  栗原市
株式会社タッグ（本社工場）  東松島市
リサイクル東北株式会社（PETボトル再商品化工場）  米沢市
環境開発事業協同組合（いわき工場）  いわき市
株式会社ジー・エス・ピー（会津工場フェニックス）  会津美里町
ジャパンテック株式会社（東日本PETボトルMRセンター） 笠間市
オール・ウェイスト・リサイクル株式会社（鹿島工場）  神栖市
株式会社エフピコ（関東エコペット工場） 八千代町
遠東石塚グリーンペット株式会社（東京工場） 境町
ジャパンテック株式会社（宇都宮工場）  鹿沼市
小山化学株式会社（本社工場）  小山市
有限会社太盛（浦和リサイクルセンター）  さいたま市
加藤商事株式会社（リサイクル工場）  川越市
株式会社大誠樹脂（ペットボトルリサイクル第二工場）  熊谷市
株式会社エコマテリアル（埼玉工場）  神川町
リソースガイア株式会社（浜野工場）  千葉市
リソースガイア株式会社（松戸工場）  松戸市
有限会社石井運輸（ペットボトルリサイクル工場）  市原市

北海道

青森県
岩手県
宮城県

山形県
福島県

茨城県

栃木県

埼玉県

千葉県

https://www.petbottle-rec.gr.jp/data/general_situation.html
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目標指標 リサイクル率

樹脂生産量

指定PETボトル販売量

国内製品量

市町村分別収集量（環境省）

分別基準適合物量（環境省）

分別収集実施市町村数（環境省）

事業系総回収量（推進協議会調査等）

PETボトル輸出量（貿易統計等）

PETくず輸出量（貿易統計）

輸入製品量

国内再資源化量

海外再資源化量

リサイクル量

国内向け回収量

海外向け回収量

回収量（キャップ・ラベル・異物含む）

リサイクル率（％）

年度 2010 2011 2012

回収率（％）

分
母

分
子回
収・再
資
源
化
工
程

調
査・使
用
デ
ー
タ

回
収

再
資
源
化

72.2 79.6 90.5

2013
558

596

581

15

545

604

583

21

569

583

569

14

297

286

1,711

389

330

342

298

288

1,694

394

324

365

299

289

1,696

424

308

336

628

298

498

242

256

83.5

654

330

518

265

253

85.8

625

318

495

254

241

85.0

（出所） ○樹脂生産量：PETボトル協議会資料（暦年実績）
 ○市町村分別収集量、分別基準適合物量（2016年度より呼称変更）、分別収集実施市町村数：環境省（2020年度は速報値）
 ○PETボトル輸出量：財務省貿易統計「フレーク状のPETくず」量と日本環境衛生センター集計「PETスクラップ（ボトルプレス品）」量の集計値
 ○事業系総回収量：推進協議会調査結果と使用済みPETボトル輸出量をもとに算出 
 ○リサイクル率：分母に「指定PETボトル販売量」を使用し、分子には「リサイクル量」を使用
 ○回収率：分母は「指定PETボトル販売量」を使用。2018年度より正味のPETボトル回収量を分子とした

609

579

562

16

302

292

1,702

434

298

326

91.3

618

319

497

258

239

85.8

2014
607

569

556

13

292

282

1,717

377

253

306

93.5

590

337

470

271

199

82.6

2015
624

563

551

12

293

280

1,717

392

271

359

91.1

639

332

307

488

261

227

86.7

2016 2017
629

596

586

11

298

285

1,722

403

264

366

88.8

651

354

298

501

279

222

84.0

642

587

577

11

302

288

1,719

354

237

336

92.2

624

372

252

498

298

201

84.9

上記のPETボトル輸出量に同じ

※参考として2010年度からのデータを掲載しています。掲載以外のデータは
　推進協議会ホームページをご覧ください。

2018
686

626

613

12

318

302

1,719

305

211

383

91.5

684

422

263

529

334

195

84.6

2019
701

593

581

12

323

306

1,713

264

203

360

93.1

666

418

248

510

328

182

85.9

東京ペットボトルリサイクル株式会社（お台場工場）  江東区
社会福祉法人共働学舎（小野路・湯舟共働学舎）  町田市
株式会社加藤商事（西多摩支店リサイクルプラント）  瑞穂町
J&T環境株式会社（川崎ペットボトルリサイクル工場） 川崎市
株式会社魚津清掃公社（第２リサイクルセンター）  魚津市
株式会社北陸リサイクルセンタ－（北陸センター）  白山市
大島産業株式会社（ペットマテリアル工場） 福井市
共和観光株式会社（ペットボトルリサイクル工場） 松本市
株式会社アース・グリーン・マネジメント（本社工場） 飯田市
株式会社エフピコ（中部PETリサイクル工場） 輪之内町
鈴与エコプロダクツ株式会社（菊川事業所） 菊川市
ＵＲ中部株式会社（小牧工場）  小牧市
株式会社シーピーアール（CPR第１工場）  飛島村
株式会社トーシン（三重工場）  伊賀市
ウツミリサイクルシステムズ株式会社（りんくう工場）  泉南市
株式会社松田商店（材木丁工場） 和歌山市
株式会社正和クリーン（尾道PETボトル再生工場）  尾道市
西日本ペットボトルリサイクル株式会社（本社工場）  北九州市
株式会社イワフチ（久留米支店）  久留米市
株式会社イワフチ（小城工場）  小城市
有価物回収協業組合石坂グループ（本社工場）  熊本市
株式会社熊本市リサイクル事業センター（新港事業所）  熊本市
社会福祉法人水俣市社会福祉事業団（わくワークみなまた）  水俣市
株式会社井上商店（西都・児湯資源リサイクルセンター）  高鍋町
株式会社沖縄計測（沖縄ペットボトル・リサイクル工場）  うるま市
フェイス沖縄株式会社（中部東工場）  うるま市

東京都

神奈川県
富山県
石川県
福井県
長野県

岐阜県
静岡県
愛知県

三重県
大阪府
和歌山県
広島県
福岡県

佐賀県
熊本県

宮崎県
沖縄県

2020
653
551
541
10

333

315

1,714

213

170

322

96.7

637
440
198
488
344
144
88.5

）ポイ捨て・
災害による流出（

残渣

）粉、汚れボトル、
異物など（
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■ PETボトルとリサイクルの歴史
表9. PETボトル年表

2007 10月

2008 4月

 10月

2009 1月

 6月

2011 3月
 5月
2012 4月

 10月

2013 4月

 9月
2014 4月
 11月

2015 1月

 3月

 7月
2016 1月

 5月

 6月
2017 4月

 7月

 11月

2018 1月

 4月
 6月

 7月

 11月
2019 5月
 6月

 7月
2020 5月
 6月
 8月
2021年 1月
 4月

 6月

●乳等省令が改正され、乳等1群食品（牛乳容器等）にPETボトル
が使用可能となる
●容リ法の省令改正により、市町村への資金拠出制度が新設
●従来の「しょうゆ」が「特定調味料」に変更され、「主務省令で
定める調味料」として指定PETボトルの品目が拡大した　
●リーマンショックによる世界的金融危機のため、使用済み
PETボトルの国内外における価格が大幅に下落　
●リーマンショックの緊急対策として指定法人が、追加入札お
よび既存契約分の見直しを実施　
●2008年から実施された環境省「リユース研究会」でPETボ
トルのリユース使用の結論が出される　
●3R推進団体連絡会「第2次自主行動計画」を発表　
●メカニカルリサイクルのボトルtoボトル製品上市　
●厚生労働省「食品用器具及び容器包装における再生プラス
チック材料の使用に関する食品衛生法指針」を通達
●指定法人が引取り返上分の再入札実施
●次年度2回入札と入札制度検討会実施
●指定法人が引取り緩和措置として、２回入札の上期分を実施、
下期分は９月に実施
●容リ制度の２回目の見直し審議が始まる
●指定法人２回入札の正式実施　
●農林水産省「食品容器包装のリサイクルに関する懇談会」の
議論をとりまとめて発表　
●財務省貿易統計に使用済みPETボトル由来くず（フレーク状
PETくず）の貿易コードが新設
●東京都が、廃PETボトルの店頭回収に係る再生利用指定制度
活用で収集運搬許可不要を通知
●容リ協のフレーク輸出の一部解禁を官報に発表　
●環境省が、店頭回収された廃PETボトル等の廃棄物処理法上
の法的取り扱いを通知
●容リ制度の２回目の見直し審議、18回の合同会合をもって
課題を認識し、終了
●３Ｒ推進団体連絡会「第３次自主行動計画」を発表
●容リ協の「ペットボトルリサイクルの在り方検討会」が始まる
●「アルコール発酵調味料」が「特定調味料」に追加され、指定
PETボトルが拡大
●中国政府がWTOに生活由来の固形廃棄物に関する具体的対
象24品目を示し輸入禁止の措置をとる旨通告
●環境省は中国禁輸措置に対応し、リサイクル高度化設備に対
し補助金の緊急支援を実施
●中国政府が生活由来の固形廃棄物に関する輸入禁止措置を
実施し、中国への廃PETボトルの輸出が停止
●全国みりん風調味料協議会が推進協議会の正会員入会
●海岸漂着物処理推進法（通称）にマイクロプラスチック対策が
加わるなど改正
●タイ港湾局、生活由来の廃プラの輸入作業中止
●プラスチック資源循環戦略小委員会設置
●全清飲「清涼飲料業界のプラスチック資源循環宣言」を発表
●「プラスチック資源循環戦略」を閣議決定
●G20大阪サミットで「大阪ブルー・オーシャン・ビジョン」実現の
ための「マリーン（MARINE）・イニシアティブ」を立ち上げる
●シングルユースプラスチック規制のEU指令発効
●産構審・中環審のプラスチック資源循環戦略の合同会議が開催
●バーゼル法該非判断基準策定のための検討会始まる
●ボトルtoボトル 東京プロジェクト キックオフ会議開催
●改正バーゼル法（該非判断基準見直し）運用開始
●全清飲「2030年ボトルtoボトル比率50%宣言」を発表
●3R推進団体連絡会「自主行動計画2025」を発表
●（一社）日本ミネラルウォーター協会が推進協議会の正会員入会
●「プラスチック資源循環促進法」成立

1967
1974 12月
1977 1月
1982 2月

 10月
1985 8月
1990 4月
1991

1992 10月

1993 1月
 6月

 9月

1994 3月

1995 4月

 6月
 9月
 12月

1996 4月

 9月

1997 4月
1999 10月

2000 3月

 4月

2001 4月

 5月
 9月
2002 4月

 12月

2003 11月
2004 3月

 4月
2005
 3月

 8月
 10月

 12月

2006 2月
 3月
 6月
 10月

●米国デュポン社、PETボトルの基礎成形技術を確立
●米国において炭酸飲料用に使用開始
●日本においてしょうゆ500ml容器として使用開始
●食品衛生法が改正されて清涼飲料用にPETボトル使用が
認められる

●日本で耐熱PETボトル開発される
●PETボトル協議会設立
●酒類用（焼酎）容器として使用開始
●高知市、神奈川県伊勢原市でPETボトル回収実験開始
●神奈川県秦野市･伊勢原市にて通産省モデルリサイクル実験
開始

●PETボトル用自主設計ガイドラインを通産省、農水省および
大蔵省の指導のもとに飲料用、しょうゆ用について設定

●PETボトル協議会、日本で最初の再商品化施設を設立
●PETボトルリサイクル推進協議会（推進協議会）設立
●PETボトルが再資源化法第二種指定製品に指定される
●「飲料」「しょうゆ」「酒類」用のPETボトルが指定PETボトルに
定められ識別マークを表示

●ウィズペットボトルリサイクル（株）稼動
●PETボトルのリサイクルが本格的に開始
●PETボトル減容器の推奨機種の認定をPETボトル協議会が
開始

●分別収集PETボトル受け入れガイドラインの施行
●第二種指定PETボトル自主設計ガイドラインの改訂
●容器包装リサイクル法（容リ法）成立
●PETボトルリサイクル推奨マークの運用を開始
●推進協議会はPETボトルの再商品化工場構想（全国8工場）
を発表

●（一社）全国清涼飲料工業会が小型PETボトルの発売の自主規
制を廃止

●（公財）日本容器包装リサイクル協会（容リ協）が発足し、指定法
人として、法に定められた再商品化業務に当たる

●容リ法がPETボトルへも適用
●PETボトルの収集量に対して再商品化能力が不足
  （ミスマッチ現象）
●｢PETボトル分別収集の手引き」、厚生労働省「PETボトルの
再商品化能力確保に関する調査研究報告書」の作成に参画

●容リ法が完全施行
●東京ぺットボトルリサイクル（株）が稼動
●グリーン購入法施行
●指定PETボトルの自主設計ガイドラインの改訂
  （着色ボトルの廃止など）
●再商品化手法として化学分解法が認められる
●「PETボトルリサイクル年次報告書」創刊
●帝人ファイバー（株）が繊維向けに化学分解法によるリサイク
ルPETを生産開始

●乳等省令の改正により、乳飲料へのPETボトルの使用が可能と
なり、「ドリンクタイプの発酵乳、乳酸菌飲料及び乳飲料」のPET
ボトルが「飲料用」指定PETボトルの品目に追加される

●帝人ファイバー（株）のボトルtoボトルプラントが稼働
●化学分解法による再生PET容器包装が食品安全委員会より
食品用容器包装として認められ、使用可能となる

●ケミカルリサイクルのボトルtoボトル製品上市
●中国輸出が増加
●「容器包装リサイクル法の見直しに関する意見書」を経済産業
省、環境省、農林水産省に提出し、それぞれの審議会などで
資料として活用される

●容リ法見直しの論議始まる
●（一社）日本経済団体連合会は提言「実効ある容器包装リサイク
ル制度の構築に向けて」を発表

●容器包装に係わる八団体は「容器包装リサイクル法の目的達
成への提言」を発表

●指定法人において使用済みPETボトルの有償入札が行われる
●3R推進団体連絡会を結成し、自主行動計画を発表
●改正容リ法成立
●市町村に対し「指定法人への円滑な引き渡し」を求める要望書
を送付

※（財）日本容器包装リサイクル協会は、2010年４月公益財団法人に法人格変更。 
　（社）日本経済団体連合会は、2012年3月一般社団法人に法人格変更。
　（社）全国清涼飲料工業会は、2012年4月一般社団法人に法人格変更。
※（一社）全国清涼飲料工業会は、2017年9月（一社）全国清涼飲料連合会に改称。

※ 回収率：回収したPETボトルのPET樹脂量を消費したPETボトルのPET樹脂量で割った値。キャップ、ラベルの影響は受けない。

氏石川 雅紀 （いしかわ まさのぶ）

　2020年度は、PETボトルリサイクル推進協議会の第3次自主
行動計画の最終年にあたります。この報告書では、この5年間の
振り返りが行われていますが、PETボトルを取り巻く環境が大きく
変化し、これまで確立してきたPETボトルのリサイクルを次のス
テージに進めるべき段階に来ていることが読み取れます。この報
告書からわかる重要な点を以下に述べます。
　リデュースについては、指定PETボトルの軽量化率は25.3%と
自主行動計画目標の25%を達成しました。種類別に見ると、無
菌の2,000ml容器の軽量化率が39.1%となり目標達成に大きく
貢献しています。既に軽量化が進んでいるボトルのさらなる軽量
化は使い勝手に影響があるので多くは望めないことを考えると今
後は軽量化が遅れている耐熱ボトルなど無菌充填以外の製品、
酒類、しょうゆ等清涼飲料以外製品の軽量化を進めることが望ま
れます。
　PETボトルは多様なプラスチック製品の中で、トップを切って法
制度に支えられたリサイクルを実現してきた製品です。容リ制度
が始まる前は、使用済みのPETボトルのリサイクルはほぼ皆無で
したが、2020年度には、回収率※は96.7%、リサイクル率は
88.5%を記録しています。どちらもこれまでで最高の値であり、自
主行動計画目標のリサイクル率85%を達成しており、高く評価で
きます。特に回収率の値は、世界的に最も高いレベルであり、この
高い回収率をデポジット・リファンド制度によらず達成しているの
は日本のみです。このくらい高い回収率になると、推計精度、在庫
の増減の影響なども無視できませんから、年度毎の増減を見るよ
りも、ある程度の期間のトレンドを見る必要があり今後の回収率
の推移に注目します。海ごみの問題を考えると、回収率よりも未
回収部分のフローに焦点を当てるべきです。この面でも着実に
事実を積み重ねていることがわかります。
　リサイクルの中身を見ると、海外再資源化量は2015年以来減
少傾向で直近では18万2千トン（2019）から14万4千トン（2020）
と大幅に減少しました。輸入国で拡がった輸入規制、日本のバー
ゼル法該非判断の見直し、後述する水平リサイクルの増加もあっ
て、消費後のPETボトルの国内需要が増加することも考えると
PETボトルの国内循環は中長期的に増加すると考えられます。
　リサイクルの質的側面では、ボトルtoボトルの水平リサイク
ルの進展が重要です。2010年度に20千トンが記録されて以来
最近の10年間でシェアを20ポイントあげて、2020年度は
86.3千トン、シェアで30％まで伸びています。
　この動きはプラスチックリサイクルの社会経済構造を一段階ス
テップアップする意味で重要です。振り返ってみると、容リ法制定

以前は消費後のPETボトルは買い手がつかず、経済学的な意味で
廃棄物でした。容リ制度の確立によって市町村は分別収集を整
備し、住民の協力を得てPETボトルが収集されるようになりまし
た。しかし、集められたPETボトルは2005年までは依然としてリサ
イクラーが引き取る際に処理料金の支払いを必要とする意味で
経済学的には廃棄物でした。2006年以降は、落札単価の平均
値がマイナスとなり、有価物となりました。これは静脈産業の投
資、動脈産業の投資を含めた支援が大きく貢献しています。2006
年以降は、有価物ですが、市町村が分別収集および選別保管を
担っており、この費用は税金で負担されており、この費用を差し引
けば正の価値があるかどうか微妙なレベルです。
　世界的に水平リサイクルの動きが加速する環境で消費後の
PETボトルから再生した再生PET樹脂の価格が石油資源から生
産されたPET樹脂の価格を上回る状況が続いています。価格の
高騰は品質の良い消費後のPETボトルの供給量が限られている
ためです。この背景の元に日本において、いくつか注目すべき動
きが起こっています。一つは、飲料メーカーが流通事業者と連携
して店頭回収したPETボトルを引き取り、ボトルtoボトル技術に
よって飲料容器として利用し販売する動きであり、もう一つは、市
町村の分別収集PETボトルを飲料メーカーが容リ法の枠外で契
約して同様にボトルtoボトル技術で飲料容器として再生する動
きです。
　前者は、基本的に自治体の負担は無く、経済学的には通常の
財といえます。後者は、自治体が分別収集・選別保管を担ってい
るという意味では容リ制度でのリサイクルと変わりはありません
が、特にデメリットも無く自治体の選択肢を拡げているという意
味で有益です。自治体から見れば、容リ制度では、毎年入札なの
で、住民に対して集めたものが何になっているのか啓発すること
は難しかったのが、飲料メーカーと契約すればPETボトルに再生
されるという非常にわかりやすいメッセージを出せることが魅力
的です。このルートは、独自処理と言われますが、過去に問題に
なった中国を中心とする輸出されて適正なリサイクルが行われて
いるか懸念があった独自処理とは全くちがいます。飲料メーカー
は、自社で飲料容器として利用することを目的として契約するので
すから、国内で適切にリサイクルすることが期待できますし、関係
法令での管理下にあると言う意味では容リ制度のリサイクルと違
いはありません。
　これらの動きはPETボトルのリサイクルを社会経済構造の視点
から見て一段階上に進める動きとして高く評価でき、今後の進展
がおおいに期待できます。

1978年東京大学工学部化学工学科卒業、工学博士。東京水産大学食品工学科助教授を経て2003年より神戸
大学経済学研究科教授。2019年定年退職し現在は神戸大学名誉教授。2021年から叡啓大学ソーシャルシステ
ムデザイン学部特任教授。2006年、廃棄物の発生抑制を目指すNPO法人ごみじゃぱんを設立、代表理事として、
減装（へらそう）ショッピングを展開している。専門は、環境経済学、環境システム分析。
政府、自治体の審議会などで3R、廃棄物政策、LCAなどの専門家として活動。減装ショッピングはダイエーが近
畿・中部70店舗で常時展開するところまで拡大し、2007年度グッドデザイン賞（新領域デザイン部門）、平成24年
度3R推進功労者表彰内閣総理大臣賞、平成24年度こうべユース賞、低炭素杯2015環境大臣賞金賞（地域活動
部門）、2017第18回グリーン購入大賞を受賞した。

叡啓大学特任教授・神戸大学名誉教授
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